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地球・人・ファシリティ ― 変革の時代が求める新しいFM―

SDGs 未来都市にみる持続可能性の取り組み動向

　地域における SDGs の達成、すなわち地域の持続可能

性の向上への取り組みを目指し 2018 年度から選定が行

われている SDGs 未来都市の取り組み施策を分析し、そ

の傾向を探った。分析に際しては、取り組み施策に目標

とする SDGs のゴール・ターゲットが表示されているの

で、その点に注目して、① SDGs17 ゴールの視点、②ウェ

ディングケーキモデルによる「環境・社会・経済」の視

点、③新国富指標による「自然資本・人的資本・人工資

本」の視点、からの分析を行った。内閣府地方創生推進

室の SDGs 未来都市の取り組み「施策キーワード」の集

計結果をみると、多く採用されている「施策キーワード」

の TOP5 は、＜教育・人材制度、環境保全・生物多様

性、産官学金連合、登録認証制度、再生可能・省エネ

ルギー＞で、教育人材育成と環境対応および実施連携体

制が重視されている。次に、取り組み施策の KPI 指標に

関わる SDGs ゴール・ターゲットの集計結果では、TOP5

は、＜ G8 経済、G11 まちづくり、G4 教育、G12 作る責

任使う責任、G9 イノベーション＞となっており、まちづく

り、教育人材育成とともに新たな地域経済システムの構築

を持続可能性に向け重視している。さらに、新国富指標の

「人工・自然・人的資本」の 3 つの資本の視点での取り

組指標の区分と集計結果では、人工資本関連指標 44％、

自然資本関連指標 32％、人的資本関連指標 24％、とな

り、従来からの都市施設・インフラ関係の整備施策が多

いように推測される。環境・社会・経済の分野別集計では、

社会関連 44％、経済関連 33％、環境関連 18％、連携 5％

であり、相対的に環境関連施策が少なく感じられる。

評価指標・評価ツールを活用した政策立案の事例

　都市の SDGs を評価する、新しい評価ツールを活用し

て自治体が政策立案している事例を 2 つ紹介する。

　①「CASBEE- 都市」を活用した事例：神戸市は「環

境未来都市」構想で、環境モデル都市に選定され、復

興を経て、持続可能な未来型の都市実現を目指してい

る。震災被害により産業活動が縮小し環境負荷は低減し

たが、復興活動によって経済が活発に動くと CO2 排出

量の増加へと転換する状況に対して、「CASBEE- 都市」

を用いることで、環境品質の向上施策や環境負荷低減

施策による効果を目に見える形で評価・予測し確認する

ことができた。

　②「新国富指標」を活用した事例：九州大学と連携

して、新国富指標を活用したまちづくりに取り組む福岡

県久山町では、自治体が保有する富（物・人・自然の

資本）を数値化し、施策（事業）の実施後の富の増減

を評価することで、持続可能性が向上したかどうかを判

断している。公共施設整備や公共サービスに関わる社会

関係資本整備について、町民の支払い意思額などのア

ンケート調査等により事業を数値化し、持続可能性の観

点からその優先度や実施への反映をめざしている。◀

図表１　SDGs未来都市取り組み指標のSDGs分析（ゴール・ターゲット） 図表2　「新国富指標」の政策形成への活用
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